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　当社は2026年4月1日をもって、会社設立から30周年を迎え
ました。振り返れば、この30年は長かったようで、本当に一瞬で
した。私が大学3年生の時、就職をしないと決め、留学費用をつ
くるために事業を始めたことが起業のきっかけです。
　5月19日には、帝国ホテルで「メディアドゥ設立30周年記念 
感謝の会」を執り行いました。当日は出版業界の皆様約400名
をはじめ、総勢約660名の方々にお集まりいただきました。
　感謝の会では、これまで関わってくださった社内外の皆様へ
の感謝とともに、私が30年間の経営において大切にしてきた考
え方、そしてこれから先も変わることのないメディアドゥの根幹
についてお話ししました。

　これほど多くの皆様、とりわけ長年にわたり共に歩んできた
出版業界の皆様にお集まりいただけたことは大変嬉しく、それ
自体がメディアドゥが多くの皆様に支えられて今日まで歩んで
きたことの証であり、当社役職員にとっても、私たちの存在意義
を改めて実感する機会になったのではないかと思います。
　当社が電子書籍流通事業を開始したのは2006年です。
2017年には、当時業界No.1であった株式会社出版デジタル機
構を買収し、参入から11年で業界No.1のポジションを確立し
ました。社員一人ひとりの努力はもちろん、出版社、電子書店を
はじめとする多くの皆様との信頼関係があったからこそ、今日
における当社のポジションがあるのです。
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　2026年2月期の当社グループの連結業績
は、電子書籍流通事業の既存・新規両商流の
想定を上回る成長が寄与し、売上高が
1,085.3億円（前期比6.5％増、期初予想達成
率102.4％）と4年ぶりに過去最高を更新しま
した。親会社株主に帰属する当期純利益は第
1四半期に計上した（株）MyAnimeList売却
益により伸長し、18.1億円（前期比33.3％増、
予想達成率90.9％）となったものの、営業利益
は24.5億円（前期比0.9％減、予想達成率
90.2％）にとどまり、期初計画に対して課題を
残す結果となりました。
　これは期初計画比で電子書籍流通事業が
好調に推移した一方、下期における戦略投資
事業の損益改善の遅れや、海外展開加速のた
めのシステム開発への投資等によるものです。

　なお、2027年2月期の業績見通しは、連結
売上高1,180億円（前期比8.7％増）、営業利
益24億円（前期比2.2％減）、親会社株主に帰
属する当期純利益12億円（前期比34.0％減）
を見込んでいます。売上高は引き続きさらなる
拡大を図り、事業による純粋なキャッシュを稼
ぐ力を示すEBITDAは41億円（前期比11.8％
増）と過去最高を見込んでいますが、中期経営
計画における各注力事業（電子書籍流通事
業・国際事業・SC事業）への投資を実施する
こと等から、営業利益、当期純利益においては
一時的に減益となる見通しです。

　足元は短期的な利益の下振れがあるもの
の、2026年2月期～2030年2月期の5カ年の
中期経営計画は最終年度で売上高1,250億
円、営業利益40.0億円を目指す目標を掲げて
います。計画策定当初と比べ、当社を取り巻く
外部環境はもとより、内部環境としても2026
年3月にM&Aを実施する等、非常に大きな変
化が生じています。足元の財務健全性及び資
本効率は、ROEが9.9％（前期比+1.9pt）、EPS
が119.9円（前期比+29.8円）と着実に向上し
ており、投資家の皆様の利益を意識した経営
に取り組んでいます。基盤事業から生み出され
るキャッシュ・フローを原資に、事業成長に向
け適切に資金を配分し、目標達成に向けて全
社一丸となって突き進んでまいります。

　国内出版市場における電子書籍比率は約
40％、電子書籍市場規模は6,846億円となっ
ています。これほどの規模に成長した現在も年
間3％ほどの緩やかな成長を続けており、
2030年には7,510億円規模に達すると推計さ
れています。
　その中で、当社は国内電子書籍流通の約
30％のシェアを有しています。国内の電子書
籍流通は、A：出版社が電子書店へ直接卸す
「直商流」、B：当社のような取次を介する「取
次商流」、C：出版社が自ら販売する「出版社直
販商流」の3つに大別されます。

　本事業における本質的なリスクは、現在の
流通シェアを拡大できず、成長が鈍化すること
です。それに対する当社の戦略は明確です。B
の取次商流におけるシェアをさらに高めると
ともに、Aの直商流を当社の取次商流へ転換
し、この2つを合わせた最大約90％の市場に
対して、どこまでシェアを高められるかが成長
の鍵となります。
　そのためには、単なる取次を超えた価値の
提供が必要です。当社がオペレーションを包
括的に担うことで、出版社、電子書店双方のコ
ストを削減するとともに、出版社と電子書店の
双方にシステムでつながるハブとなることで、
統合的な販売・分析データの閲覧やキャン
ペーン管理等、当社だからこそ実現できる機
能が提供できるようになります。より迅速で配
信ミスのない流通網を構築し、各社がそれぞ
れの専門分野に注力できる環境をつくること
で、当社は「No.1」から「オンリーワン」の存在
へと昇華してまいりたいと考えています。

　一方、海外では紙の出版物が8割強を占め、
電子書籍・オーディオブック等のデジタルは2
割弱と、日本とは市場構造が大きく異なりま
す。日本の出版物を世界へ届けるためには、デ
ジタルだけでなく、紙の本を印刷・流通すると
いう当社にとって未踏の領域への挑戦が必要
です。
　その重要な一歩として、今年3月、日本の出
版物を扱う世界最大規模の翻訳出版社であ
る米国Seven Seas Entertainment, LLCを
買収しました。同社は日本の中小出版社のみ

ならず、大手出版社を含む日本の出版社の作
品を年間1,000タイトル以上翻訳出版してい
ます。今後は、当社が国内出版社と築いてきた
信頼関係を生かし、タイトル数の拡大と魅力
ある作品の翻訳出版権の早期獲得を進め、
Seven Seasの成長と国内出版社とのさらな
る関係強化につなげていきます。

　本事業における大きなリスクの一つは、グ
ローバル展開への足がかりの構築が遅れるこ
とでしたが、Seven Seasの買収によって、そ
のリスクは大きく低減できたと考えています。
一方で、本件は当社にとって過去最大の買収
であり、今後はPMI（買収後の統合プロセス）
を着実に進めることが極めて重要です。事業
面だけでなく管理面においても、Seven Seas
との信頼関係を深めながら、適切なガバナン
スと統制を図っていきます。
　そして近い将来、より多くの日本の出版物
が、より多くの言語に翻訳され、紙とデジタル
の垣根を越えて世界中の読者に届けられる環
境を実現したいと考えています。そのために、
AIを活用した翻訳管理システム「MDTS」の研
究開発を継続し、急速に進化するAIテクノロ
ジーと向き合いながら、翻訳出版のさらなる
効率化と拡大に挑戦していきます。
　国内で培ってきた出版社との信頼関係と流
通基盤、Seven Seasが持つ海外での翻訳出
版・流通力、そしてAIをはじめとするテクノロ
ジー。この3つを掛け合わせることで、日本の優
れた出版物を世界中の読者へ届ける新たな
流通基盤を構築していきます。

　
　2025年4月に中期経営計画の新規事業と
して発表したSC（Sustainability Creation）
事業、いわゆる地域創生事業は、発表から1年
を経て、さまざまな可能性が見えてきました。
当社の本業である出版関連事業が、著作物で
ある「本」を日本中、そして世界へ届ける使命
を担う一方、SC事業は日本が抱える本質的な
課題そのものに向き合う、非常に意義のある
事業だと考えています。

　私は、21年前の平成の大合併で消滅した旧
村の出身であり、その地域の人口は現在900
人を下回っています。50年以上地方を見続け、
東京でビジネスをしてきた私にとって、世間で
はネガティブに語られることの多い地方は、む
しろ「可能性の塊」に見えています。
　その理由の一つが、今まさに大いなる世代
交代の時期を迎えていることです。Windows 
95が登場した1995年以降、ITを活用し、それ
までとは異なる経営手法で事業を成長させる
新世代の経営者が次 と々生まれました。1973
年生まれの私もその一人であり、1996年、大
学卒業と同時に会社を設立し、今年で会社設
立30周年を迎えました。
　私は2013年の東証マザーズ上場以降、10
年以上にわたり故郷である徳島県でさまざま
な活動や事業に取り組んできました。そこで得
た経験とネットワークが基盤となり、現在の

SC事業へとつながっています。

　これまで地域を支えてきたのは、行政、金融
機関、地域メディア等でした。しかし、人口減
少が急速に進む中、これらの機関だけで右肩
下がりの状況を変えることは容易ではありま
せん。私は今こそ、団塊ジュニア世代を中心と
する新世代の経営者が各機関と連携し、ゼロ
からイチを生み出し、不可能と思われることに
も果敢に挑戦する「起業家」というリスクテイ
カーを地域から生み出すことが重要だと考え
ています。
　その実践として2020年に徳島で立ち上げ
たのが、地域が連帯して起業家を生み育てる
徳島イノベーションベース（TIB）です。このパッ
ケージは約5年間で全国20府県に広がり、設
立準備中を含めると30府県を超えています。
現在では正会員約1,000名、無料会員を含め
約1,700名が参加し、それぞれの地域で日々
研鑽を重ねています。
　さらに、私が代表理事を務め、全国のイノ
ベーションベース（IB）を牽引・支援する一般
社団法人xIB JAPANでは、2030年までに東
京都を除く46道府県すべてでのIB設立と総会
員数5,000名、その先には1万人への拡大を掲
げています。

　地域創生とは、ある意味、日本の国土そのも
のと向き合うことです。日本全国津々浦々で地
域を巻き込み、起業家を生み出すこのメッシュ
のきめ細かなネットワークを、今後はお互いが
システムでつながる「OS」のような存在へ進化

させたいと考えています。行政や金融機関、メ
ディア、会員等が地域の課題や事業機会をそ
のOS上にポストし、それらを解決する新たな
事業、いわば「アプリケーション」が次 と々創出
されていくような環境を実現できれば、全国の
関係者がそれぞれの形で地域創生に貢献で
きると考えています。現在、そのためのオープ
ンなシステムの開発を進めています。

　また、xIB JAPANは今年4月にB.LEAGUE、
6月には福岡証券取引所と連携協定を締結し
ました。全国のB.LEAGUEクラブと各地域の
IBとの連携に加え、今後は他の証券取引所と
の連携も模索し、地方起業家が資本戦略を学
び、資本市場へアクセスできる環境を構築して
いきます。

　SC事業のもう一つの柱が、「スポーツの力
で日本を元気にする」ことを掲げるスポーツ事
業です。徳島にゆかりのある企業22社と共に
立ち上げたB.LEAGUEクラブ「徳島ガンバロ
ウズ」は、2シーズン目に単年度黒字化、3シー
ズン目には累積黒字化を実現しました。この
実績等を背景に、昨年 9月には私自身が
B.LEAGUEの14名の理事の一人に就任しま
した。B3カテゴリーかつクラブ経営2年という
短期間の実績での理事登用は、B.LEAGUE史
上初となります。
　これによって私は、徳島ガンバロウズだけで
なく、B.LEAGUE全体、全国のクラブの経営や
運営を支援する立場となりました。この機会を

生かし、徳島ガンバロウズを含むB.LEAGUE
全体をいかに活性化させるかが、私に与えら
れた新たなミッションだと考えています。

　現在、社内ではSC事業として地域創生にど
のように貢献し、それをどのような事業へ成長
させていくのか、具体的な目標について議論を
重ねています。この1年間、さまざまな仕掛けを
実践しながら嗅覚を研ぎ澄ませてきたことで、
1年前には見えていなかったものが随分と見
えるようになりました。

　大いなる世代交代の最中にある今、全国に
広がる情報網と信頼のネットワークを活用し、
私たち自身が積極的に仕掛けることで、地域
における世代交代の「受け皿」になることも重
要だと考えています。活動の原点である徳島
県をはじめ、IBを通じて生まれる各地域との
つながりを大切にしながら、信頼のネットワー
クを日本全国へ広げていきます。

　海外展開を中心とするIP・ソリューション事
業と、SC事業を含む戦略投資事業は、これま
で黒字化を実現できていませんでした。しか
し、子会社の整理や日本文芸社の経営改善が
進み、Seven Seasも足元では順調に推移し
ていることで、早ければ2028年2月期には黒字
化が可能なところまで見えてきました。これま
で将来に向けて投資を続けてきた事業を、い
よいよ収益へと結びつけ、当社の新たな成長
の柱へと育てていきます。

　当社が取り組む上述の3つの事業は、それ
ぞれの背景を踏まえても、当社が取り組むべ
き魅力的な事業だと考えています。一方、その
難易度は非常に高く、優秀な人材の採用はも
とより、既存社員の育成が極めて重要です。
　設立30周年を迎えた当社には、長く勤める
社員も多く、その実務能力や専門性は非常に
高いものがあります。しかし、これから向き合う
のは、その延長線上だけでは解決できない課
題です。国内電子書籍流通では現在約30％の
シェアを最大約90％へとどう高めるのか。海
外展開ではSeven Seasを起点に、当社に
とって未踏の領域である海外出版事業をどう
理解し、非連続な成長につなげるのか。そして
SC事業では、全国に広がるネットワークをい
わば「OS」として機能させ、その上で走る「アプ
リケーション」となる事業の数と規模をいかに
最短で最大化するのか。いずれも、経験豊富
な経営人材であっても容易には解決できない
課題です。

　これまで、このような課題は社長である私や
常勤役員が向き合う高次元な経営領域のも
のであり、社員が考えるべきものではありませ
んでした。しかし、3つの事業で非連続な成長
を実現するには、より多くの社員が経営的な

視座を持つ組織へ進化する必要があります。
　そのために必要なのが、業務のプロフェッ
ショナルでありながら、経営的視座から全体を
俯瞰し課題を解決する「全体俯瞰的課題解決
能力」と、人とより高いレベルでコミュニケー
ションを図り、信頼関係を築く「高度人間関係
構築能力」です。この2つを早期に高めるため
の、当社独自の人材育成プログラムが必要だ
と考えました。
　その根幹となるのが、私自身が30年間の経
営で培ってきた経営哲学や視座、意思決定の
考え方です。一般的なビジネス書には書かれ
ていない、実践から生まれた独自の「経営学」
を体系化し、次世代へ伝授するというもので
す。それは人材育成であると同時に、経営のサ
クセッションでもあります。

　そこで、その経営学を早期に言語化・体系
化すると同時に、社会にも還元するため、徳島
県、徳島大学等と連携し、今年5月から徳島大
学で本格的な経営学講座を開始しました。毎
月2コマ、計3時間の講義のため、毎回1ヶ月を
掛けて社員と共同作業で約250ページの資料
を作成しています。毎月の講義という明確な期
限があることで、30年間蓄積してきた経営知
を効率的かつ継続的に言語化できています。
　この次世代経営人材育成プログラムは
「aX」と名付けました。限られた時間の中で、個
人と組織をいかに成長させるかをX軸とY軸で
捉える「経営の方程式」であり、私自身、経営に
おけるさまざまな分岐点で、この方程式に照ら

して意思決定を重ねてきました。講義には徳
島県内4大学2高専、経営者を中心とする一般
参加者も加わり、正式登録者は43名、最年少
の中学2年生や高校・大学教員等を含めると
毎回50～60名が参加しています。
　そして社内でも、執行役員に加え、社内公募
で6名を選抜し、6月から年間11回、毎回4～5
時間の次世代経営人材育成プログラムを開
始しました。まだ2回を終えた段階ですが、現
場のプロフェッショナルである彼らにとって、
これまで経験したことのない経営的な視座か
ら事業や組織を見ることは大きな刺激となっ
ており、私自身も短期間で大きな変化を感じ
ています。

　人材の成長なくして、事業の非連続な成長
はありません。30年間にわたり私自身が経営
の現場で培ってきた知見を次の世代へと受け
継ぎ、一人でも多くの社員を経営的視座を
持った人材へと育てることで、当社が挑む難易
度の高い3つの事業を力強く成長させ、次のメ
ディアドゥを担う経営人材を育てていきたいと
考えています。

　2026年2月期の取締役会において最も注力
した議題は、約半年にわたり議論を重ねた

Seven Seasの買収でした。当社にとって未経
験である海外での紙の出版事業への進出であ
り、特にPMIや買収リスクについて、社外取締
役、監査役の意見を取り入れながら、慎重に
検討と軌道修正を重ねました。社外取締役か
らの冷静かつ客観的な意見を意思決定に生
かすことができた事例であったと考えていま
す。本件は当社にとって過去最大の買収であ
り、海外企業とのコミュニケーションという難
しさもあることから、今後もPMIの進捗を逐次
取締役会に報告し、議論を重ねていきます。

　取締役会は現在、社外取締役からも活発に
意見が出され、非常に健全な運営ができてい
ると感じています。一方、海外展開やSC事業
等の新たな事業が生まれる変革期にある中、
中長期的な視点での議論には、さらに深化の
余地があります。そのためには、まず常勤役員
が各事業の現状と成長戦略を定性・定量の両
面から明確に描くことが必要です。今年度中
には、それらを具体的な戦略として資料化し
たうえで、社外取締役と長期的な視点から集
中的に議論する合宿等も実施したいと考えて
います。

　今後も、3つの事業の成長に向けたM&A等
の資本戦略、中長期の事業・全社戦略、株主
の皆様とのリレーション等、当社が次のステー
ジへ進むための重要課題について、自然と活
発な議論が生まれる取締役会の運営に努め
ていきます。

電子書籍流通事業において既存商流・新規商流ともに成長し増
収。4年ぶりに過去最高を更新

期初計画対比、電子書籍流通事業は好調に推移。一方、戦略投資
事業の損益改善の遅れ（日本文芸社／フライヤー）や海外展開
加速のための翻訳システムの開発投資等を行った結果、減益に

2025年3月のMyAnimeList売却益計上の影響により増益。第4
四半期に日本文芸社ののれんの減損等による特別損失を計上
した一方、関係会社の整理に伴う特別利益を計上

2026年3月、出版社・出版業界関係者向けに開
催した「海外出版事業説明会」。計437名（現地
234名、オンライン203名）に参加いただき、
Seven Seasをグループに迎えた背景と今後の
方針をご説明しました。
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　2026年2月期の当社グループの連結業績
は、電子書籍流通事業の既存・新規両商流の
想定を上回る成長が寄与し、売上高が
1,085.3億円（前期比6.5％増、期初予想達成
率102.4％）と4年ぶりに過去最高を更新しま
した。親会社株主に帰属する当期純利益は第
1四半期に計上した（株）MyAnimeList売却
益により伸長し、18.1億円（前期比33.3％増、
予想達成率90.9％）となったものの、営業利益
は24.5億円（前期比0.9％減、予想達成率
90.2％）にとどまり、期初計画に対して課題を
残す結果となりました。
　これは期初計画比で電子書籍流通事業が
好調に推移した一方、下期における戦略投資
事業の損益改善の遅れや、海外展開加速のた
めのシステム開発への投資等によるものです。

　なお、2027年2月期の業績見通しは、連結
売上高1,180億円（前期比8.7％増）、営業利
益24億円（前期比2.2％減）、親会社株主に帰
属する当期純利益12億円（前期比34.0％減）
を見込んでいます。売上高は引き続きさらなる
拡大を図り、事業による純粋なキャッシュを稼
ぐ力を示すEBITDAは41億円（前期比11.8％
増）と過去最高を見込んでいますが、中期経営
計画における各注力事業（電子書籍流通事
業・国際事業・SC事業）への投資を実施する
こと等から、営業利益、当期純利益においては
一時的に減益となる見通しです。

　足元は短期的な利益の下振れがあるもの
の、2026年2月期～2030年2月期の5カ年の
中期経営計画は最終年度で売上高1,250億
円、営業利益40.0億円を目指す目標を掲げて
います。計画策定当初と比べ、当社を取り巻く
外部環境はもとより、内部環境としても2026
年3月にM&Aを実施する等、非常に大きな変
化が生じています。足元の財務健全性及び資
本効率は、ROEが9.9％（前期比+1.9pt）、EPS
が119.9円（前期比+29.8円）と着実に向上し
ており、投資家の皆様の利益を意識した経営
に取り組んでいます。基盤事業から生み出され
るキャッシュ・フローを原資に、事業成長に向
け適切に資金を配分し、目標達成に向けて全
社一丸となって突き進んでまいります。

　国内出版市場における電子書籍比率は約
40％、電子書籍市場規模は6,846億円となっ
ています。これほどの規模に成長した現在も年
間3％ほどの緩やかな成長を続けており、
2030年には7,510億円規模に達すると推計さ
れています。
　その中で、当社は国内電子書籍流通の約
30％のシェアを有しています。国内の電子書
籍流通は、A：出版社が電子書店へ直接卸す
「直商流」、B：当社のような取次を介する「取
次商流」、C：出版社が自ら販売する「出版社直
販商流」の3つに大別されます。

　本事業における本質的なリスクは、現在の
流通シェアを拡大できず、成長が鈍化すること
です。それに対する当社の戦略は明確です。B
の取次商流におけるシェアをさらに高めると
ともに、Aの直商流を当社の取次商流へ転換
し、この2つを合わせた最大約90％の市場に
対して、どこまでシェアを高められるかが成長
の鍵となります。
　そのためには、単なる取次を超えた価値の
提供が必要です。当社がオペレーションを包
括的に担うことで、出版社、電子書店双方のコ
ストを削減するとともに、出版社と電子書店の
双方にシステムでつながるハブとなることで、
統合的な販売・分析データの閲覧やキャン
ペーン管理等、当社だからこそ実現できる機
能が提供できるようになります。より迅速で配
信ミスのない流通網を構築し、各社がそれぞ
れの専門分野に注力できる環境をつくること
で、当社は「No.1」から「オンリーワン」の存在
へと昇華してまいりたいと考えています。

　一方、海外では紙の出版物が8割強を占め、
電子書籍・オーディオブック等のデジタルは2
割弱と、日本とは市場構造が大きく異なりま
す。日本の出版物を世界へ届けるためには、デ
ジタルだけでなく、紙の本を印刷・流通すると
いう当社にとって未踏の領域への挑戦が必要
です。
　その重要な一歩として、今年3月、日本の出
版物を扱う世界最大規模の翻訳出版社であ
る米国Seven Seas Entertainment, LLCを
買収しました。同社は日本の中小出版社のみ

ならず、大手出版社を含む日本の出版社の作
品を年間1,000タイトル以上翻訳出版してい
ます。今後は、当社が国内出版社と築いてきた
信頼関係を生かし、タイトル数の拡大と魅力
ある作品の翻訳出版権の早期獲得を進め、
Seven Seasの成長と国内出版社とのさらな
る関係強化につなげていきます。

　本事業における大きなリスクの一つは、グ
ローバル展開への足がかりの構築が遅れるこ
とでしたが、Seven Seasの買収によって、そ
のリスクは大きく低減できたと考えています。
一方で、本件は当社にとって過去最大の買収
であり、今後はPMI（買収後の統合プロセス）
を着実に進めることが極めて重要です。事業
面だけでなく管理面においても、Seven Seas
との信頼関係を深めながら、適切なガバナン
スと統制を図っていきます。
　そして近い将来、より多くの日本の出版物
が、より多くの言語に翻訳され、紙とデジタル
の垣根を越えて世界中の読者に届けられる環
境を実現したいと考えています。そのために、
AIを活用した翻訳管理システム「MDTS」の研
究開発を継続し、急速に進化するAIテクノロ
ジーと向き合いながら、翻訳出版のさらなる
効率化と拡大に挑戦していきます。
　国内で培ってきた出版社との信頼関係と流
通基盤、Seven Seasが持つ海外での翻訳出
版・流通力、そしてAIをはじめとするテクノロ
ジー。この3つを掛け合わせることで、日本の優
れた出版物を世界中の読者へ届ける新たな
流通基盤を構築していきます。

　
　2025年4月に中期経営計画の新規事業と
して発表したSC（Sustainability Creation）
事業、いわゆる地域創生事業は、発表から1年
を経て、さまざまな可能性が見えてきました。
当社の本業である出版関連事業が、著作物で
ある「本」を日本中、そして世界へ届ける使命
を担う一方、SC事業は日本が抱える本質的な
課題そのものに向き合う、非常に意義のある
事業だと考えています。

　私は、21年前の平成の大合併で消滅した旧
村の出身であり、その地域の人口は現在900
人を下回っています。50年以上地方を見続け、
東京でビジネスをしてきた私にとって、世間で
はネガティブに語られることの多い地方は、む
しろ「可能性の塊」に見えています。
　その理由の一つが、今まさに大いなる世代
交代の時期を迎えていることです。Windows 
95が登場した1995年以降、ITを活用し、それ
までとは異なる経営手法で事業を成長させる
新世代の経営者が次 と々生まれました。1973
年生まれの私もその一人であり、1996年、大
学卒業と同時に会社を設立し、今年で会社設
立30周年を迎えました。
　私は2013年の東証マザーズ上場以降、10
年以上にわたり故郷である徳島県でさまざま
な活動や事業に取り組んできました。そこで得
た経験とネットワークが基盤となり、現在の

SC事業へとつながっています。

　これまで地域を支えてきたのは、行政、金融
機関、地域メディア等でした。しかし、人口減
少が急速に進む中、これらの機関だけで右肩
下がりの状況を変えることは容易ではありま
せん。私は今こそ、団塊ジュニア世代を中心と
する新世代の経営者が各機関と連携し、ゼロ
からイチを生み出し、不可能と思われることに
も果敢に挑戦する「起業家」というリスクテイ
カーを地域から生み出すことが重要だと考え
ています。
　その実践として2020年に徳島で立ち上げ
たのが、地域が連帯して起業家を生み育てる
徳島イノベーションベース（TIB）です。このパッ
ケージは約5年間で全国20府県に広がり、設
立準備中を含めると30府県を超えています。
現在では正会員約1,000名、無料会員を含め
約1,700名が参加し、それぞれの地域で日々
研鑽を重ねています。
　さらに、私が代表理事を務め、全国のイノ
ベーションベース（IB）を牽引・支援する一般
社団法人xIB JAPANでは、2030年までに東
京都を除く46道府県すべてでのIB設立と総会
員数5,000名、その先には1万人への拡大を掲
げています。

　地域創生とは、ある意味、日本の国土そのも
のと向き合うことです。日本全国津々浦々で地
域を巻き込み、起業家を生み出すこのメッシュ
のきめ細かなネットワークを、今後はお互いが
システムでつながる「OS」のような存在へ進化

させたいと考えています。行政や金融機関、メ
ディア、会員等が地域の課題や事業機会をそ
のOS上にポストし、それらを解決する新たな
事業、いわば「アプリケーション」が次 と々創出
されていくような環境を実現できれば、全国の
関係者がそれぞれの形で地域創生に貢献で
きると考えています。現在、そのためのオープ
ンなシステムの開発を進めています。

　また、xIB JAPANは今年4月にB.LEAGUE、
6月には福岡証券取引所と連携協定を締結し
ました。全国のB.LEAGUEクラブと各地域の
IBとの連携に加え、今後は他の証券取引所と
の連携も模索し、地方起業家が資本戦略を学
び、資本市場へアクセスできる環境を構築して
いきます。

　SC事業のもう一つの柱が、「スポーツの力
で日本を元気にする」ことを掲げるスポーツ事
業です。徳島にゆかりのある企業22社と共に
立ち上げたB.LEAGUEクラブ「徳島ガンバロ
ウズ」は、2シーズン目に単年度黒字化、3シー
ズン目には累積黒字化を実現しました。この
実績等を背景に、昨年 9月には私自身が
B.LEAGUEの14名の理事の一人に就任しま
した。B3カテゴリーかつクラブ経営2年という
短期間の実績での理事登用は、B.LEAGUE史
上初となります。
　これによって私は、徳島ガンバロウズだけで
なく、B.LEAGUE全体、全国のクラブの経営や
運営を支援する立場となりました。この機会を

生かし、徳島ガンバロウズを含むB.LEAGUE
全体をいかに活性化させるかが、私に与えら
れた新たなミッションだと考えています。

　現在、社内ではSC事業として地域創生にど
のように貢献し、それをどのような事業へ成長
させていくのか、具体的な目標について議論を
重ねています。この1年間、さまざまな仕掛けを
実践しながら嗅覚を研ぎ澄ませてきたことで、
1年前には見えていなかったものが随分と見
えるようになりました。

　大いなる世代交代の最中にある今、全国に
広がる情報網と信頼のネットワークを活用し、
私たち自身が積極的に仕掛けることで、地域
における世代交代の「受け皿」になることも重
要だと考えています。活動の原点である徳島
県をはじめ、IBを通じて生まれる各地域との
つながりを大切にしながら、信頼のネットワー
クを日本全国へ広げていきます。

　海外展開を中心とするIP・ソリューション事
業と、SC事業を含む戦略投資事業は、これま
で黒字化を実現できていませんでした。しか
し、子会社の整理や日本文芸社の経営改善が
進み、Seven Seasも足元では順調に推移し
ていることで、早ければ2028年2月期には黒字
化が可能なところまで見えてきました。これま
で将来に向けて投資を続けてきた事業を、い
よいよ収益へと結びつけ、当社の新たな成長
の柱へと育てていきます。

　当社が取り組む上述の3つの事業は、それ
ぞれの背景を踏まえても、当社が取り組むべ
き魅力的な事業だと考えています。一方、その
難易度は非常に高く、優秀な人材の採用はも
とより、既存社員の育成が極めて重要です。
　設立30周年を迎えた当社には、長く勤める
社員も多く、その実務能力や専門性は非常に
高いものがあります。しかし、これから向き合う
のは、その延長線上だけでは解決できない課
題です。国内電子書籍流通では現在約30％の
シェアを最大約90％へとどう高めるのか。海
外展開ではSeven Seasを起点に、当社に
とって未踏の領域である海外出版事業をどう
理解し、非連続な成長につなげるのか。そして
SC事業では、全国に広がるネットワークをい
わば「OS」として機能させ、その上で走る「アプ
リケーション」となる事業の数と規模をいかに
最短で最大化するのか。いずれも、経験豊富
な経営人材であっても容易には解決できない
課題です。

　これまで、このような課題は社長である私や
常勤役員が向き合う高次元な経営領域のも
のであり、社員が考えるべきものではありませ
んでした。しかし、3つの事業で非連続な成長
を実現するには、より多くの社員が経営的な

視座を持つ組織へ進化する必要があります。
　そのために必要なのが、業務のプロフェッ
ショナルでありながら、経営的視座から全体を
俯瞰し課題を解決する「全体俯瞰的課題解決
能力」と、人とより高いレベルでコミュニケー
ションを図り、信頼関係を築く「高度人間関係
構築能力」です。この2つを早期に高めるため
の、当社独自の人材育成プログラムが必要だ
と考えました。
　その根幹となるのが、私自身が30年間の経
営で培ってきた経営哲学や視座、意思決定の
考え方です。一般的なビジネス書には書かれ
ていない、実践から生まれた独自の「経営学」
を体系化し、次世代へ伝授するというもので
す。それは人材育成であると同時に、経営のサ
クセッションでもあります。

　そこで、その経営学を早期に言語化・体系
化すると同時に、社会にも還元するため、徳島
県、徳島大学等と連携し、今年5月から徳島大
学で本格的な経営学講座を開始しました。毎
月2コマ、計3時間の講義のため、毎回1ヶ月を
掛けて社員と共同作業で約250ページの資料
を作成しています。毎月の講義という明確な期
限があることで、30年間蓄積してきた経営知
を効率的かつ継続的に言語化できています。
　この次世代経営人材育成プログラムは
「aX」と名付けました。限られた時間の中で、個
人と組織をいかに成長させるかをX軸とY軸で
捉える「経営の方程式」であり、私自身、経営に
おけるさまざまな分岐点で、この方程式に照ら

して意思決定を重ねてきました。講義には徳
島県内4大学2高専、経営者を中心とする一般
参加者も加わり、正式登録者は43名、最年少
の中学2年生や高校・大学教員等を含めると
毎回50～60名が参加しています。
　そして社内でも、執行役員に加え、社内公募
で6名を選抜し、6月から年間11回、毎回4～5
時間の次世代経営人材育成プログラムを開
始しました。まだ2回を終えた段階ですが、現
場のプロフェッショナルである彼らにとって、
これまで経験したことのない経営的な視座か
ら事業や組織を見ることは大きな刺激となっ
ており、私自身も短期間で大きな変化を感じ
ています。

　人材の成長なくして、事業の非連続な成長
はありません。30年間にわたり私自身が経営
の現場で培ってきた知見を次の世代へと受け
継ぎ、一人でも多くの社員を経営的視座を
持った人材へと育てることで、当社が挑む難易
度の高い3つの事業を力強く成長させ、次のメ
ディアドゥを担う経営人材を育てていきたいと
考えています。

　2026年2月期の取締役会において最も注力
した議題は、約半年にわたり議論を重ねた

Seven Seasの買収でした。当社にとって未経
験である海外での紙の出版事業への進出であ
り、特にPMIや買収リスクについて、社外取締
役、監査役の意見を取り入れながら、慎重に
検討と軌道修正を重ねました。社外取締役か
らの冷静かつ客観的な意見を意思決定に生
かすことができた事例であったと考えていま
す。本件は当社にとって過去最大の買収であ
り、海外企業とのコミュニケーションという難
しさもあることから、今後もPMIの進捗を逐次
取締役会に報告し、議論を重ねていきます。

　取締役会は現在、社外取締役からも活発に
意見が出され、非常に健全な運営ができてい
ると感じています。一方、海外展開やSC事業
等の新たな事業が生まれる変革期にある中、
中長期的な視点での議論には、さらに深化の
余地があります。そのためには、まず常勤役員
が各事業の現状と成長戦略を定性・定量の両
面から明確に描くことが必要です。今年度中
には、それらを具体的な戦略として資料化し
たうえで、社外取締役と長期的な視点から集
中的に議論する合宿等も実施したいと考えて
います。

　今後も、3つの事業の成長に向けたM&A等
の資本戦略、中長期の事業・全社戦略、株主
の皆様とのリレーション等、当社が次のステー
ジへ進むための重要課題について、自然と活
発な議論が生まれる取締役会の運営に努め
ていきます。

2026年5月、「感謝の会」の結びに壇上に立つ当
社役員一同。30年の歩みを支えてくださった皆
様への感謝とともに、次の30年、そしてさらに次
世代を見据えて行動し、世代を超えて続く企業
を目指して挑戦を重ねることを誓いました。

2026年6月に当社オフィスで開催され
た「xIB JAPAN『第2回 全国IB説明会＆
交流会』」。全国のIBに携わる起業家・
経営者、x I B  J A PA Nと連携する
B.LEAGUE関係者、証券取引所、行政、
金融機関、メディア等の約190名が集ま
り、新たなフェーズへ踏み出す多方面の
方針を共有しました。
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　設立30周年を迎えた当社が次に向き合うべき重要なテーマ
は、「人」だと考えています。
　2013年の上場後、当社は成長を急ぐあまり、M&Aをはじめ反
省すべき点も少なくありませんでした。しかし、上場から10年以
上が経過し、それらの経験を糧とすることで、ここ数年、経営は
急速に安定してきたと感じています。人格と専門性を兼ね備え
た、心から尊敬できる常勤役員と経営できていること、選択と集
中のフェーズが出口に差しかかっていること、そして私自身も53
歳となり、サクセッションを見据え、自ら事業をつくるだけでな
く、30年間の経営を言語化し、次代の経営人材を育てることに
時間を使えるようになったことが、その大きな要因です。
　もちろん、出版業界の中枢を担う企業の経営者として、このバ
トンは簡単に渡すことができるような軽いものではありません。
企業は社会の変化を敏感に捉え、常に変化し続けなければなり
ませんが、次代の経営人材を育てるためには、安定した経営基
盤のもと、経営者自身が人とじっくり向き合う時間を持つことが
必要です。

　当社には本当にいい人が集まっています。その象徴が執行役
員の5名、そして現在私が時間をかけて向き合っている次世代
経営人材チームの6名です。彼らは、この会社の次代を担うにふ
さわしい、人間味にあふれた人材です。
　私は常に「1は1であり、1.1でも0.9でもない」と伝えてきまし
た。人や物事を誇張することも、過小評価することもなく、ありの
まま正確に捉えることが肝要です。成長途上ではありますが、彼
らはその意味を理解し始めていると感じています。
　当社はこれから、難易度の高い3つの事業のゴールに向かっ
て邁進していきます。当然、その道は平坦ではありません。しか
し、次代を担う人材たちは、平坦ではないからこそ自らその道を
選び、自らの人生と成長を懸けて挑んでくれると信じています。

　30周年を迎えるにあたり、これまで私が大切にしてきたもの
と、この30年を土台として彼らがつくる次の30年、その60年間
の最大公約数は何かと考え続けました。
　私はこれまで、経営とは立体に時間を掛け合わせた「四次元」
であると考えてきました。しかし、これからの経営には、そこに
「愛」が必要です。これまでの30年と、これからの30年の最大公
約数かつ、その2つを繋ぐものは愛だと考えています。そこで私
は、愛を加えた「五次元」を、これからのメディアドゥの経営の核
と定義し、この概念をキービジュアルに表しました。
　世の中には人と空間しか存在せず、人は人としか生きられま
せん。私自身の経営も、家族や故郷から受けた多大な愛と影響
の上に成り立っています。そして私は、人の幸せとは「人類の長
期平均への収束」であると考えています。
　だからこそ、次代を担う経営人材には、愛を持って人と向き
合い、「1を1」として捉えることのできる、人間らしい経営を紡い
でいってほしいと考えています。そして、当社で働く誰もが、“あな
たに会えてよかった”と言ってもらえる。そんな人々が集う会社
を、残りの経営人生を懸けて創り上げてまいります。
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